




















 (1) 内部統制の統合的フレームワーク 
 (2) SOX 法に引き継がれた COSO フレームワーク 
 (3) COSO の設定する三つの目的と五つの構成要素 
２．内部統制におけるタックス・リスク 
 (1) 課税所得計算の公正処理基準からの誘導性 
 (2) 内部統制と確定決算基準 
 (3) タックス・リスクの識別と評価の必要性 
３．不確定概念とタックス・コンプライアンス 
 (1) 税法遵守性の意義 
 (2) 税法上の不確定概念 
 (3) 不確定概念解釈に対する内部統制の効果 
４．コンプライアンス･リスクとリスク評価 
 (1) コンプライアンス・リスクに対処する内部統制 
 (2) コンプライアンス・リスクに対する内部統制の有効性 
 (3) 中小企業における内部統制システムの導入 




COSO とは、「トレッドウェイ組織支援委員会」（The Committee of Sponsoring Organizations of the 
Treadway Commission）のことで、1992年に公表した内部統制フレームワークで知られる。1987年

























トレッドウェイ委員会は、1987年に、「不正な財務報告に関する委員会報告」（Reporting of the 




















































① 正確で信頼のおける財務報告（accurate and reliable financial reporting） 
② 効果的で効率的な運営（effective and efficient operations) 




① 統制環境（control environment） 
② リスク評価（risk assessment） 
③ 統制行為（control activities) 
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